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自動運転のための合流支援システムによる
車両挙動安定性の評価
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概要：自動運転の研究開発が進展しているが，快適で円滑な走行の実現には十分とはいえない場合がある．
その 1つとして，高速道路の合流シーンがあり，合流線と本線が建造物に遮られた場合では，合流車両は
本線車両の位置や速度等を合流の直前にならなければ把握できず，合流のタイミング調整が困難な状況が
発生する．当該課題を解決するためには，自動運転車両に備えられた車載センサのみでは得られない本線
車両の情報を提供する新たな支援システムが必要である．本論文では自動運転車両の円滑な走行を支援す
るために路車間通信を用いた合流支援システムを検討し，導入による車両挙動安定性への効果を評価する．
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Abstract: Although research and development of self-driving vehicle is progressing, there are still insufficient
situations to achieve comfortable and smooth driving. One example is a merging situation of an expressway.
In the case the merging lane and the main lane are interrupted by the building, the merging vehicle can-
not recognize the position and speed of the main lane vehicle until immediately before the merging, and it
may be difficult to adjust the merging timing. To solve this problem, a new support system that provides
information on main lane vehicles that cannot be obtained only with the sensors provided in self-driving
vehicle is required. In this paper, we investigate the merging support system using vehicle to infrastructure
communications to support the smooth driving of self-driving vehicles and evaluate the stability of vehicle
behavior by introducing this system.
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1. まえがき

高速道路では交通渋滞がたびたび発生しており，様々な

施策が講じられているが，近年でも十分に解決されたと

はいえない．国土交通省の報告によれば，年末年始の高速

道路の交通損失時間は 546 万人・時間に及ぶとされてお
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り [1]，交通渋滞の緩和は急務となっている．

一方，自動運転の研究開発が進み，今日では実用化に向

けて実証実験等が行われる段階に至った [2]．自動運転が普

及すれば，ドライバの負担が減るだけでなく，高速道路の

交通渋滞の緩和が期待できる．現在検討が進められている

自動運転車両の多くは，レーザレンジファインダ等の車両

単独で周辺の障害物等を検知できる車載センサを備えるこ

本論文の内容は 2019 年 9 月の FIT2019 第 18 回情報科学技術
フォーラムにて報告され，同プログラム委員長により情報処理学
会論文誌ジャーナルへの掲載が推薦された論文である．
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とで実現することを想定している [3]．レーザレンジファイ

ンダは見通し内の物体を検知できるが，障壁等があれば，

その先にある物体を検知することはできない．高速道路の

交通渋滞を起こす要因の 1 つとされる合流シーンにおい

て，合流線側を走行する車両（以下，合流車両）は，建造物

等に遮られた本線側を走行する車両（以下，本線車両）を

確認できない状況となることが予想される．したがって，

車載センサのみから構成される自動運転車両の場合，合流

シーンにおいて近隣から得られる情報は，人間が運転する

場合と本質的に変わらないと考えられ，合流における交通

渋滞の課題に対して自動運転による改善効果は限定的とな

る可能性がある．当該課題を解決するためには，車載セン

サのみでは得られない本線車両の情報を提供する支援シス

テムが必要であると考えられる．

この実現のために，無線通信により情報を提供する支援

システムの検討が進められている [4], [5], [6]．たとえば，

文献 [4]では路車間通信を利用したインフラ技術，文献 [5]

では合流における協調技術に関して計算コスト，交通効

率，燃料消費量の観点から検討が進められている．また，

文献 [7]では近接した車両間において車車間通信による合

流支援の安定性を評価している．国内では SIP2（戦略的イ

ノベーション創造プログラム第 2期）により，首都高速道

路におけるインフラ整備および実フィールドにおける検証

が実施されている [8]．車車間通信はサービスを必要とす

る範囲に無線機を備えた車両が存在しない場合では情報を

伝達できない．自車両が無線機を単独で備えたとしても情

報伝達が期待できない場合があり，路車間通信に比べて，

無線機の普及がサービスの実現にさらに影響する．以上よ

り，将来的には車車間通信および路車間通信が協調する支

援システムの構築が期待されるが，当該支援システムにお

ける普及の黎明期では路車間通信を用いた支援システムが

実用上では先行される可能性がある．また，路車間通信を

用いた支援システムに着目した場合，支援システムの導入

による交通渋滞への緩和について評価した文献が不足して

おり，実用に先駆けて評価や検討を実施し，知見を充足さ

せていく必要がある．

そこで本論文では，交通流をより円滑にすることを目的

とした，路車間通信を用いた合流支援システム（以下，本シ

ステム）を検討の対象とし，本システムの導入により合流

時の車両挙動がどのように安定するのかをシミュレーショ

ンにより評価する．具体的には，典型的な高速道路の合流

シーンを想定し，車両検出装置により取得する本線車両の

情報を路車間通信により本線到達前に合流車両に伝え，合

流車両は本線車両が存在しない時刻に合わせて本線に到

達するように速度を調整するシステムを考え，これが合流

シーンの車両挙動の安定化に有効であるかを検証する．

以降の 2章ではシステム構成について説明し，3章では

シミュレーションに適用する車両制御モデルについて説明

する．4章ではシミュレーションによる評価を行い，最後

に 5章で本論文をまとめる．

2. システム構成

本システムの構成を図 1 に示す．本システムは，車両

検出エリア内の本線車両の位置，速度および車長の情報を

取得する手段と，通信機を備えた合流車両へ当該車両情報

を伝達する手段から構成される．情報を取得する手段とし

てはレーザレンジファインダ等の車両検出装置を適用し，

本線側に設置する．また，取得した車両情報は有線通信等

を経由し合流線側の路側機まで伝送され，路側機の通信エ

リアに進入した合流車両に向けて路車間通信により伝送さ

れる．なお，本論文で扱う車両は高速道路上における自動

運転レベル 2・3（SAE Society of Automotive Engineers

International の定義による）の自動運転車両を対象とす

る [9]．

次に，本システムを導入する場合としない場合における

車両挙動の違いについて図 2 に示す．従来のように本シ

図 1 システム構成

Fig. 1 System configuration.

図 2 本システムの導入による車両挙動の違い

Fig. 2 Differences in vehicle behavior by introducing this sys-

tem.
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ステムを導入しない場合では，自動運転車両は車載センサ

により見通し内に存在する車両しか認知できないため，合

流の直前にならなければ本線車両の位置，速度および車長

が検出できない．このとき，合流にともなう速度調整は加

速レーン起点の通過以降から開始することになるが，加速

レーン終端までに本線に合流する必要があるため，本線車

両が存在する位置，速度，車長および加速レーン長によっ

ては，大きな加速あるいは減速をともない合流せざるをえ

ない場合が発生する．

一方，本システムを導入する場合では，車両検出エリア

内を走行中の本線車両の位置，速度車長の情報を，合流車

両は加速レーン起点に到達する前に取得できるため，この

情報を利用して本線車両が存在しない時刻に合わせつつ，

合流車両が合流地点に到達するように速度を調整すれば，

合流時の急激な加速あるいは減速を回避できる．これによ

り円滑な合流が実現できる．

3章では本線車両の情報を利用し，できる限り緩やかな

加速あるいは減速で本線車両と速度を合わせつつ，本線車

両が存在しない時刻に加速レーン起点に到達するように合

流車両の走行を調整する車両制御モデルについて考える．

なお，以下では便宜上，加速度および減速度を加速度に統

一して示し，加速度には負の値も含めることとする．

3. 車両制御モデル

3.1 公知の検討

合流時の交通流に関する検討がこれまで進められてい

る [10], [11], [12]．文献 [10]では合流における基本的な車

両挙動が述べられており，文献 [11]では混雑時の合流トラ

フィック量の特徴が述べられている．また，文献 [12]では

合流にともなう車両挙動について車両制御モデルを組み合

わせて評価している．本論文においても，前方車両を追随

して走行する挙動と合流にともない走行する挙動では異な

るアルゴリズムにより動作すると考え，これらを使い分け

て考える．すなわち，シミュレーションを実行するうえで，

本線車両と合流車両の走行地点に応じてこれらの車両制御

モデルを選択することを考える．

次に，前方車両を追随して走行する車両制御モデルと合

流にともない走行する車両制御モデルを選定する．前方車

両を追随して走行する車両制御モデルについては，これま

でGHR [13]，Gippsモデル [14]，Kraussモデル [15]，IDM

（Intelligent Driver Model）[16], [17]等が提案されており，

これらの比較検証も進められている [18], [19]．いずれの車

両制御モデルも大局的な交通流を表現できるが，本論文で

は高速道路でのシミュレーション評価を目的とするため，

自由流において目標速度を設定できること，他の文献での

採用頻度を考慮し，IDMを選定する．IDMは「自車両の速

度」「前方車両の速度」「自車両と前方車両との車間」「目標

速度」から，前方車両との車間を調整するための加速度を

図 3 適用する車両制御モデル

Fig. 3 Use of vehicle control model.

求める車両制御モデルである．なお，本来 IDMは人が運

転する車両における車間制御をモデル化したものである．

自動運転車両であれば人が運転する場合より効率的な車間

制御を実現できる可能性はある．しかし，車間制御に対す

る搭乗者の心理的影響を考慮すると，人が運転する場合に

比べて，大きく異なった車間制御を自動運転車両が行うこ

とは考え難い．したがって，本システムの導入による車両

挙動安定性への効果を検証することが主旨である本論文に

おいては，人の運転と同じ車間制御を自動運転車両に適用

しても問題ないと判断した．

合流にともなう車両制御モデルについては，これまで文

献 [12], [20]等の検討が進められている．しかし，本システ

ムによって本線車両の情報が提供された場合に，合流車両

の挙動を模擬する車両制御モデルは，これまでの検討では

十分な確認がとれない．本論文では，本線車両の情報が提

供された場合に，その情報により本線車両との横並びを回

避するように走行する車両制御モデルを新たに考え，この

車両制御モデルのことを合流制御モデル（Merging Control

Model）と呼ぶことにする．具体的な計算手順は 3.3節に

示す．

なお，本論文では，合流車両が主導して調整し，本線車

両は自発的に合流車両の円滑な合流を助ける動作はしない

ことを前提とし評価する．

3.2 シミュレーション構成

合流車両および本線車両の走行地点に応じた車両制御モ

デルの切替えについて図 3 に示す．

合流車両は通信エリアに進入するまで IDMを適用して

走行する．合流車両は通信エリアから加速レーン起点まで

は，本システムを導入する場合と，しない場合で車両制御

モデルが異なる．導入しない場合は IDMを適用する．導

入する場合は合流制御モデルを適用する．なお，合流制御

モデルに従って各車両が独立して走行すると，前方車両と
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の車間が著しく狭くなる場合が発生する．このような場合

では，前方車両との車間が IDMのパラメータである最小

車間距離を下回る直前で，合流制御モデルでの走行を諦め，

IDMに切り換えて以降の走行を継続する．

合流車両は加速レーン起点に到達すると，本システムの

導入に限らず，再び，合流制御モデルにより合流位置を計算

する．このとき，自動運転車両が備えるレーザレンジファ

インダ等の車載センサにより半径 100 m以内に存在するす

べての本線車両を検出できることを前提とし，検出した本

線車両の位置と速度から合流位置を再計算する．なお，加

速レーン起点に到達した時点ですでに横並びが回避されて

いる状況では，再計算しても結果は変わらず，加速レーン

起点到達直後に本線に合流することができる．合流が完了

すると以降は IDMにより走行する．

また，本線車両は本システムの導入にかかわらず，本線

の全域において，IDMによる車間制御から加速度を算出し

走行する．

3.3 合流制御モデル

合流制御モデルは，本線車両の情報を利用して本線車両

が存在しない時刻に合わせつつ合流地点に到達するように

速度を調整することで，合流時の急激な加速あるいは減速

を回避する車両制御モデルである．具体的には，事前に取

得する本線車両の情報を基に，横並びを回避するための複

数の走行パターンを想定して加速度を計算し，それぞれの

走行パターンで計算された加速度の中から最も加速度が

低くなる場合の走行パターンを選び，その走行パターンに

従って走行する．合流車両は横並びを回避して加速レーン

起点に到達するためには図 4 に示すいずれかの走行パター

ンになると考えられる．桃色にハッチされた領域はいずれ

の走行パターンでも同じ面積となり，加速レーン起点まで

の走行距離を意味する．

いずれの走行パターンの場合が最も加速度が低くなる

かは，合流車両の速度，本線車両の現在位置および速度に

よって決まるため，各合流車両によって異なる．以下では，

便宜上，走行パターン 1©の計算手順について説明する．た
だし，その他の走行パターンも走行パターン 1©と同様の手
順で計算できる．

次に合流制御モデルのパラメータを図 5 に示す．合流

車両は車両検出装置により車両検出エリア内を走行する本

線車両の位置，速度，車長およびこれらの情報を取得した

時刻について路側機から無線通信により取得できる．本線

車両の位置の時間変化は，取得した車両位置に対して，取

得してから経過した時間に当該車両が等速で進んだ変位を

加算することで推定できる．また，すべての車両情報はス

ナップショットのように一括で取得できるものとし，車両

検出エリアのサイズ Lはあらかじめ把握できることを前提

とすれば，車両検出エリア内に存在するすべての本線車両

図 4 合流制御モデルにおける走行パターン

Fig. 4 Driving patterns by Merging Control Model.

図 5 合流制御モデルのパラメータ

Fig. 5 Simulation parameters for Merging Control Model.

の情報から逆算して，加速レーン起点に本線車両が存在し

ない時刻も推定できる．この時刻から見積もった本線車両

が存在しない範囲のことを候補位置 xc と呼ぶ．

図 6 に xc の範囲の例を示す．図 6 の各例において，赤

でハッチされた領域が xc の範囲を示す．加速レーン起点

から車両検出装置の設置位置までの距離をDとすれば，車

両検出エリアに車両が存在しない場合では，xc はD以上，

D+L以下の範囲の値をとる（図 6 左上）．車両が存在する

場合では，xcは当該車両の車長 laと前後の最小車間距離 s

を除いた範囲の値をとる．具体的には，車両 Aの車頭位置

を xA とすると，xc は車両 Aの前方のD以上，xA − s以
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図 6 候補位置の範囲の例

Fig. 6 Example of range of candidate positions.

下の範囲の値と，車両 Aの後方の xA + la + s以上，D + L

以下の範囲の値をとる（図 6 右上）．なお，車両が複数台

存在する場合も同様に laと車両の前後の sを除いた範囲の

値をとる（図 6 左下）．ただし，車両間に領域が空いてい

たとしても，自車両の車長以上の領域がない場合には，xc

の範囲として除外される（図 6 右下）．

合流車両における加速レーン起点での車両速度を vjoin，

路側機通過の時刻を ts，そのときの速度を vs，加速レーン

起点の到達時刻を tjoin とし，加速と減速が切り換わる時

刻 t1 とする．このとき，最も低い加速度の値となるため

には，加速と減速の絶対値が同じになる必要がある．つま

り，ts から t1 までの加速を aとすれば，t1 から tjoin まで

の減速は −aとなる場合が最適解となる．以上より式 (1)

が導ける．

vjoin = Vmain = vs + a(t1 − ts) − a(tjoin − t1) (1)

さらに通信エリアから加速レーン起点までの走行距離は

路側機設置位置までの距離 dと同じになるため，式 (2)が

導ける．

d = vs(t1 − ts) +
1
2
a(t1 − ts)2

+(vs+a(t1−ts))(tjoin−t1)− 1
2
a(tjoin−t1)

2 (2)

ここで，T = tjoin − ts とおき，式 (1)，(2)から加速度

aについて解くと，式 (3)が導ける．

a =
−B ±√

B2 − AC

A
(3)

ただし，A，B および C は下記とする．
⎧⎪⎨
⎪⎩

A = T 2

B = vjoinT + vsT − 2d

C = −(vjoin − vs)
2

また，本線車両が等速 Vmainで走行することを仮定した

場合，車両が存在しない候補位置 xc も同様に移動し，T

秒後には加速レーン起点に到達することから，式 (4)が導

ける．

T =
xc

Vmain
(4)

ここで，xc を図 6 に示すような範囲において値を変更

しながら式 (3)，(4)に代入していき，出力された加速度の

中から最も低くなる値を走行パターン 1©での加速度 a1 と

する．この計算を各走行パターンで実施し，求められた加

速度 a1 から a12 の中から最も低い加速度の走行パターン

を選択する．なお，後述する道路ケースの法定速度等を考

慮すれば，車両速度は上限 Vupper と下限 Vlower が設けら

れるため，走行パターン 2© 5© 8© 11©のように途中で等速の区
間が発生する場合がある．ただし，いずれの走行パターン

も同様の手順で方程式を立てれば加速度 aを求めることが

できる．

また，連続した複数台の合流車両のうち，前の合流車両

は減速し，後ろの合流車両は加速する場合等では，本線車

両間に合流車両が複数台入る状況が考えられる．合流車両

は加速レーン起点に到着すると，車載センサにより半径

100 m以内の本線車両の情報を入手し，自車両の前方車両

がすでに本線側に合流したことは確認できる．さらに，当

該前方車両が xc の領域内に含まれる場合には，前方車両

の車長と最小車間距離が占める領域を除いて，xc を更新

する．後方の合流車両は，更新された最新の xc を利用し

て，合流位置を再計算する．このとき，最新の xc におい

て，当初予定していた合流位置の近傍に空いている領域が

あれば，そのまま合流し，本線車両間に複数台の合流車両

が加わることになる．また，前方車両が占めることで合流

できる領域に空きがなくなった場合には，当初予定してい

た合流位置を諦め，半径 100 m以内の空いている領域から

合流位置を再探索する．

合流制御モデルの計算は，通信エリア進入から合流が完

了するまで，状況に変化があった場合には再計算を実行す

る．たとえば，前述のように，xcに変化があった場合には

再計算するが，それだけでなく，物理的な外乱の影響を受

け，加速度の制御に誤差が生じる場合には，単位時間ごと

に，最新の車両速度，路側機設置位置までの距離を入力し

て加速度を再計算する．すなわち，取得した最新の情報お

よび車両の状態から，その時点で最適な行動をとるように，

目標値としての加速度を次々計算していく．このとき，説

明の便宜上，式 (2)では通信エリアから加速レーン起点ま

での走行距離 dを用いて計算したが，再計算時には車両の

現在位置と加速レーン起点までの走行距離に置き換えて計

算する．なお，外乱の影響がなく加速度が理想的に制御で

きる場合には，通信エリアに進入した以降に再計算をした

としても加速度の計算結果は変化せず，合流位置や到達時

c© 2021 Information Processing Society of Japan 1132



情報処理学会論文誌 Vol.62 No.4 1128–1141 (Apr. 2021)

刻の結果も変わらない．本論文では合流支援システム導入

について基礎的な検証を目的とするため，外乱による影響

は無視して評価した．

4. シミュレーション評価

4.1 概要

本論文では道路ケースが異なることで車両挙動安定性が

変わるかを確認するため，道路ケースとして都市高速道路

および都市間高速道路を選定し評価する．4.2節では各道

路ケースにおける本線車両，合流車両の速度範囲およびシ

ミュレーションの条件を整理する．4.3節では本システム

に適用する路車間通信について説明し，4.4節では車両挙

動安定性の評価方法を定義する．さらに，4.5節では路側

機および車両検出装置の設置位置を事前のシミュレーショ

ンにより設計する．以上で求めた設計値を用いて，4.6節

では本システムの導入による合流車両の速度と加速度の変

化を，4.7 節では車両発生間隔の影響を確認する．次に，

4.8節では都市高速道路，4.9節では都市間高速道路のシ

ミュレーション結果について示す．また 4.10節では本シス

テムを導入するにあたり，普及の途中の段階でも本システ

ムの有効性が期待できるものか，あるいは，普及が進んだ

段階でないと期待できないものかを確認するため，通信機

の搭載率が与える影響について評価する．さらに 4.11節

では本システムの導入コストの観点から高度な車両検出機

器の必要性について評価する．最後に 4.12節で路側機を

新たに追加した場合の評価を実施する．

4.2 道路ケースとシミュレーション条件

本論文のシミュレーションでは，都市高速道路および都

市間高速道路の道路ケースにおける本線車両，合流車両の

速度範囲について表 1 に示す値とする．また，評価条件

としてシミュレーションで用いる各パラメータを表 2 に

示す．

4.3 路車間通信

自動運転への活用を目的とした ITS 無線通信として，

ITS FORUM RC-005 [21]，LTE V2X（PC5）[22]，ARIB

STD-T109 [23] および ARIB STD-T75 [24] をベースとし

た無線通信方式が検討されている [25]．実環境における通

信成功確率や通信エリアサイズ等の通信性能は各方式で異

なるが，本論文では車両の挙動に主眼を置いた基本的な評

価を行うため，4.6節から 4.12節までの評価は，理想的な

環境を想定して路車間通信の通信成功確率を 100%として

実施する．

なお，4.10 節では搭載率の評価を行うが，本論文のシ

ミュレーション上では，搭載率と通信成功確率は同様の影

響として評価できるため参照されたい．

表 1 道路ケースと各位置における速度

Table 1 Road case and speed at each location.

表 2 シミュレーションの評価条件

Table 2 Simulation evaluation conditions.

4.4 車両挙動安定性の評価方法

本論文において「車両の挙動が安定する」とは，低い加

速度で車両が合流できることであると定義する．ただし，

特定の車両のみが安定すればよいのではなく，全体の車両

挙動が安定する必要がある．すなわち，図 7 に示すよう

に，合流にともなう各車両の最大加速度を統計的に求め，

それを累積分布関数で表し，本システムを導入した場合の

累積分布関数が，導入しない場合より加速度が低い方向に

移動すれば，全体の車両挙動が安定したと評価する．

4.5 路側機および車両検出装置の設置位置

次に，路側機および車両検出装置の設置位置を設計する．

式 (3)によれば，加減速モデルにより計算される加速度は，

式 (5)に示すように，本線車両の走行速度 Vmain，合流車両

の走行速度 v，路側機の設置位置 dおよび候補位置 xcに影
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図 7 車両挙動安定性の評価方法

Fig. 7 Evaluation method for stability of vehicle behavior.

図 8 安定した走行が可能となる設置条件

Fig. 8 Installation conditions that enable stable driving.

響を与える車両検出装置の設置位置Dにより計算される．

a = f(d,D, Vmain, v) (5)

ここで目標とする最大加速度を設定する．文献 [26]によ

れば，ドライバが不快に感じず，車両が安定的と見なせる

走行において，最大加速度がおおむね 0.2 G以下となって

いる．また，普通車とトラック等の大型車では挙動が安定

した走行が可能となる最大加速度も異なる [27]．これらを

考慮し，最大加減速は 0.15 G以下となるように設計する．

さらに v および V は表 1 に示す範囲の値をとる必要が

ある．以上のパラメータの値を各範囲の中で変えていき，

そのときの車両検出装置の設置位置 D と路側機の設置位

置 dの値をプロットした結果を図 8 に示す．青色にハッ

チされた領域が都市高速道路の場合に設置可能な範囲を示

す．同様に，橙色にハッチされた領域が都市間高速道路の

場合に設置可能な範囲を示す．なお，式 (5)に示すように，

本線車両の速度を一定と仮定した条件での設計であること

に留意されたい．

各領域の中から，設置位置が加速レーン起点から可能な

限り短くなることを考慮し，都市高速道路と都市間高速道

表 3 路側機および車両検出装置の設置位置

Table 3 Installation position about the road side unit and sen-

sor.

図 9 速度と加速度の一例

Fig. 9 A result example of speed and acceleration.

路の路側機および車両検出装置の設置位置を表 3 に示す

値に選定する．

4.6 合流車両の速度と加速度の変化

以降では，シミュレーションによる評価結果を示す．

まず，都市高速道路において，走行開始時の本線速度を

40 km/hおよび合流速度を 40 km/hとした場合の合流車両

の速度と加速度の変化の一例を図 9 に示す．シミュレー

ションでは本線車両および合流車両を連続的に発生させる

が，図 9 は発生させた車両の中から特定の合流車両に注目

したものである．

本システムを導入しない場合では，加速レーン起点に到

達するまでは本線車両の情報が得られないため，加速レー

ン起点到達後に速度調整を開始する．加速レーン起点到達

時に本線車両が存在しなければ，そのままの速度で合流で
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図 10 車両発生間隔の影響：都市高速道路（本線 40 km/h，合流

40 km/h）

Fig. 10 Effect of vehicle generation interval: Expressway in

the city (Main lane 40 km/h, Merging lane 40 km/h).

きるが，図 9 に示す例のように，本線車両がたまたま存在

した場合には，横並びしたままでは合流できないため，一

度速度を落としてから，再度，速度を上げて本線車両の速

度に合わせる必要がある．このとき合流車両は大きな加速

度が生じてしまう．

一方，本システムを導入する場合では，路側機設置位置

から速度を調整することで，加速レーン起点到達時におい

て横並びが回避されるため，そのまま合流することができ

る．路側機設置位置から加速レーン起点までは速度調整に

より加減速が生じるが，十分に長い距離の中で速度調整が

されるため，導入しない場合に比べて加速度が低くなる．

4.7 車両発生間隔の評価

次に，車両発生間隔の影響を確認する．以降の評価では

4.4節に示した車両挙動安定性の評価方法に従い，走行中

の加速度の最大値について累積分布関数を確認する．累積

分布関数はシミュレーションで走行させた 1,000台の合流

車両の加速度を利用した．

図 10 は都市高速道路（本線 40 km/h，合流 40 km/h）に

おいて，車両発生間隔を変化させて，走行中の加速度の最

大値について累積分布関数を示したものである．本線側の

車両発生間隔を 6秒車間に固定して合流線側の車両発生間

隔を 6，9，12，15秒車間に変化させた場合（図 10 左上）

と，合流線側の車両発生間隔を 6秒車間に固定して本線側

の車両発生間隔を同様に変化させた場合（図 10 右上）に

ついて評価した．本線側および合流線側のいずれも車両発

生間隔が緩和されることは，大局的に，走行中の加速度の

最大値は低くなる傾向となることが確認できる．車両発生

図 11 車両発生間隔の影響：都市高速道路（本線 60 km/h，合流

40 km/h）

Fig. 11 Effect of vehicle generation interval: Expressway in

the city (Main lane 60 km/h, Merging lane 40 km/h).

間隔が緩和される場合，車両密度が低下するため，合流で

きる候補位置が増える．合流できる候補位置が増えること

で探索できる走行パターンが増えるため，より低い加速度

で合流できる可能性が高まる．すなわち，累積分布関数が

全体として加速度の低い方向に移動する．

同様に，本線側あるいは合流線側の車両発生間隔を 9秒

車間に固定した場合の評価結果（図 10 左下，図 10 右下）

も傾向は変わらないことが確認できる．さらに，図 11 に

示すように都市高速道路（本線 60 km/h，合流 40 km/h）

の場合も傾向は変わらないことが確認できる．

以上より，本線側と合流線側の車両発生間隔を変化させ

て評価したところ，両線の車両発生間隔が同じ場合が最も

厳しい条件になることが確認できるため，以降では，車両

のトラフィック量の影響を確認する目的として車両発生間

隔を変化させながら評価するものの，便宜上，本線側と合

流線側の車両発生間隔は統一した条件で評価を進める．

4.8 都市高速道路の結果

車両発生間隔は本線側と合流線側で統一し，6秒車間，

9秒車間，12秒車間および 15秒車間について評価した．

図 12 に示すように，本システムを導入する場合では，い

ずれの車両発生間隔においても，累積分布関数が加速度の

低い方に移動することが確認できる．この条件では，車両

発生間隔が 6秒車間の場合を除けば，すべての車両におい

て設計の目標とした最大加速度の 0.15 G以下を満足する

ことができる．また，車両発生間隔が 6秒車間の場合も改

善が確認できる．

シミュレーションでは便宜上，0.15 Gを大幅に上回る加
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図 12 都市高速道路（本線 60 km/h，合流 40 km/h）

Fig. 12 Expressway in the city (Main lane 60 km/h, Merging

lane 40 km/h).

図 13 都市高速道路（本線 40 km/h，合流 40 km/h）

Fig. 13 Expressway in the city (Main lane 40 km/h, Merging

lane 40 km/h).

速度が生じてもそのまま走行を継続させている．しかし，

実際の車両ではこのように大きな加速度をともなって継続

的に走行することはなく，大きな加速度に至る前に危険回

避のために合流を諦めると考えられる．これにより，後続

する車両の挙動にも影響し，渋滞の発生につながる．本シ

ステムを導入することで車両全体の最大加速度が 0.15Gを

下回り，急停止や急加速が発生していないことが確認でき

るため，円滑な交通流が実現できるといえる．すなわち，

交通渋滞の緩和が期待できる．

同様に，本線速度が 40 km/hおよび合流速度が 40 km/h

の場合についても，本システムを導入する場合の方が，累

積分布関数が加速度の低い方に移動することが確認できる

（図 13）．ただし，車両発生間隔が 6秒車間の場合では，本

システムを導入する場合としない場合で累積分布関数が近

図 14 都市間高速道路（本線 80 km/h，合流 40 km/h）

Fig. 14 Expressway between cities (Main lane 80 km/h, Merg-

ing lane 40 km/h).

図 15 都市間高速道路（本線 40 km/h，合流 40 km/h）

Fig. 15 Expressway between cities (Main lane 40 km/h, Merg-

ing lane 40 km/h).

づき，明確な車両挙動安定性の差が確認できなくなる．こ

の理由については 4.9節で示す．

4.9 都市間高速道路の結果

都市間高速道路についても同様に確認した（図 14 およ

び図 15）．本システムを導入する場合の方が，累積分布

関数が加速度の低い方に移動する傾向は変わらない．ただ

し，車両発生間隔が 6秒車間の場合では，図 13 と同様に，

明確な差が確認できない．

本論文で適用した IDMは，合流後の前方車両との車間

が十分に空いている場合には，さらに車間を空ける動作を

しない．たとえば，車両発生間隔が 9秒車間，12秒車間お

よび 15秒車間の場合では，車両密度が低く，合流後も十

分に車間が空いている可能性が高いため，さらに車間を空
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図 16 車両発生間隔が狭い場合に車両挙動安定性に差が得られない

要因

Fig. 16 Factors that do not make a difference in stability of ve-

hicle behavior in the case vehicle generation intervals

are short.

けようとしない．しかし，車両発生間隔が 6秒車間の場合

では，図 16 に示すように，車両密度が高くなり，合流後

の車間が十分ではない場合に前方車両との車間を空け始め

る．このとき，後続する本線車両もその影響を受け，車間

を空け始める．

本システムにおいて，本線車両が車間を空け始めること

は，合流時刻に加速レーン起点に本線車両が存在してしま

う確率が上がることを意味する．合流車両は車両検出装置

から得られる本線車両の位置と速度情報をもとに，各本線

車両が速度を変えずに等速で走行することを仮定し，合流

位置を計算する．しかし，本線車両が車間を空け始めるこ

とで減速が生じると，等速を仮定して計算した合流位置と

の誤差が生じるため，横並びが発生する確率が上がる．こ

のとき，導入しない場合と同じように，大きな加速度をと

もなった速度調整が必要となる．車両発生間隔が 6秒車間

の場合では横並びの影響が顕著に現れる．

4.10 搭載率の評価

本評価では，合流車両の搭載率を 0%から 100%の間で

20%刻みに変更してシミュレーションを実行する．通信機

を搭載する車両は，設定した搭載率になるように確率的に

決める．なお，搭載率の評価は通信成功確率の評価と同様

に扱うことができる．たとえば，搭載率 60%（および通信

成功確率 100%）の条件で評価した結果は，通信成功確率

60%（および搭載率 100%）の条件で評価した結果と同じ

になる．

図 17 搭載率の影響：都市高速道路（本線 60 km/h，合流 40 km/h）

Fig. 17 Effect of penetration rate: Expressway in the city

(Main lane 60 km/h, Merging lane 40 km/h).

図 18 搭載率の影響：都市高速道路（本線 40 km/h，合流 40 km/h）

Fig. 18 Effect of penetration rate: Expressway in the city

(Main lane 40 km/h, Merging lane 40 km/h).

都市高速道路におけるシミュレーション結果を図 17 お

よび図 18 に示す．いずれの車両発生間隔の場合において

も搭載率が上がることで，累積分布関数が徐々に加速度が

低い方向に移動することが確認できる．この結果から本シ

ステムは通信機が普及する途中の段階においても，搭載率

に応じて有効性が期待できるものと考えられる．

4.11 高度な車両検出機器の必要性の評価

本線車両の位置と速度を正確に取得するためには高度な

車両検出機器が必要となる．正確な情報が取得できないま

でも，平均的な速度の値のみを取得し，この情報を合流車

両に伝えるだけで車両挙動の安定化が期待できるのであれ

ば，システムの敷設規模が小さくなるという点で実用化に

とって有利である．そこで，平均速度の情報のみを提供す
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図 19 速度調整のみの効果

Fig. 19 Effect of speed adjustment only.

図 20 加速度が大きくなってしまう要因

Fig. 20 Factors that increase acceleration.

る場合の車両挙動安定性について評価する．ここで，本線

側の平均速度の情報のみを提供する場合，所定の計算によ

り一定の加速度を加えることで，加速レーン起点までに本

線速度に合わせることはできるが，各本線車両の位置と正

確な速度が把握できないため，加速レーン起点到達時に横

並びになることが発生する．すなわち，本評価は，横並び

が発生することによる有効性への影響を確認することと同

じである．

速度調整のみを行った場合の結果について図 19 に示す．

車両発生間隔が 9秒車間，12秒車間および 15秒車間の場

合では，横並びを回避した場合に比べれば劣化こそするが，

累積分布関数が加速度の低い方向に移動することから，効

果は期待できると考えてよい．ただし，車両発生間隔が 6

秒車間の場合においては，本システムを導入した方がむし

ろ悪くなる場合がある．

この原因についての概要を図 20 に示す．横軸は時刻，

縦軸は速度を示す．ハッチ部分は合流にともなう走行距離

を意味し，上下の図中で同じ面積となる．本評価条件にお

いて，速度調整のみを行った場合，40 km/hから 60 km/h

に加速して加速レーン起点に到達する．ここで，横並びが

発生した場合，本線の速度と同じ 60 km/hのまま走行を続

けても合流できないため，1度，減速し，横並びの状態を

避けたうえで，加速し合流しなければならない．

一方，導入しない場合では，本線の情報が取得できない

ため，40 km/hのまま加速レーン起点に到達する．ここで，

横並びが発生した場合，40 km/hから加速のみを利用して

合流することになる．つまり，同じ速度で横並びになって

しまう方が，短い加速レーンの中で加速と減速の両方を行

わなければならない分，合流時の加速度が高くならざるを

えなくなってしまう．

以上より，速度情報のみの場合では車両挙動安定性が低

下するため，横並び回避機能まで実装する方が望ましいと

考えられる．つまり，本線車両の位置と速度を正確に検出

できる機器を備えるシステム構成が望ましいと考えられる．

4.12 路側機および車両検出エリアの設置位置

表 3 に示すように，都市間高速道路では，路側機や車両

検出装置は加速レーン起点から大きく離れた位置に敷設す

る必要がある．これは，都市間高速道路の場合，本線車両

および合流車両のとりうる走行速度の幅（最大値と最小値

の差）が大きく，様々な走行速度に対応して設計する必要

があることに起因する．

しかし，これほど離れた場所に路側機や車両検出装置を

設置するのは，設置場所が限定されるという点で実用化に

課題がある．また，現実の走行では等速を仮定できないた

め，離れた場所での車両情報を取得しても，加速レーン起

点に到達したときには大きな誤差が生じ，車両情報が役に

立たないことも考えられる．

ここで，路側機や車両検出装置を遠方に設置しなければ

ならないのは，様々な走行速度に対応させるためであるの

で，通信エリアに進入する速度を限定し，走行速度の幅を

小さくできれば，これらを遠方に設置しなくてもよくなる．

たとえば，合流車両が通信エリアに進入する時点で，つね

に本線速度の ±20 km/h程度の範囲に収まる走行速度とな

るように制御できれば，走行速度の幅が小さくなるため，

路側機や車両検出装置を近傍に設置できるようになる．

このとき，本線を流れる車両群の平均走行速度を算出し

ておき，これを合流車両が通信エリアに到達する前に提供

しておけば，合流車両は速度調整の処理を進めておくこと

ができる．たとえば，図 21 に示すように，新たに通信エ

リア B（従来の通信エリアを通信エリア Aとする）を設け

る方法を考える．通信エリア B内を走行中の合流車両は本

線の平均走行速度を得ることができるため，通信エリア A

に進入するまでに本線速度の ±20 km/h程度になるように

速度調整を行うことができる．さらに，通信エリア Aに進
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図 21 新たに通信エリアを設ける方法

Fig. 21 The merging support system with the new communi-

cation area.

図 22 新たに通信エリアを設けた場合の車両挙動安定性の効果

Fig. 22 Effect for stability of vehicle behavior in the case the

new communication area is provided.

入すると，車両検出装置から得られる本線車両の正確な位

置と速度情報が取得できるため，これまでと同様に，加減

速モデルを利用して横並び回避と本線との最終的な速度調

整を行うことができる．なお，本線の平均走行速度の情報

は概算でよいことから，従来の車両検出エリアで取得でき

る本線車両の速度情報を用いて計算できるため，通信エリ

ア Bに対応して，新たに車両検出エリアを敷設する必要は

ない．

以下では，効果を確認するために典型的な例について評

価する．通信エリア Bは路側機から 300 m離れた場所に

設定する．本線速度を 100 km/hとし，合流車両は平均走

行速度の情報を受け，速度を 40 km/hから 80 km/hまで

上げて通信エリア Aまで走行する．通信エリア Aに進入

すると，車両検出エリアから得られた本線車両の正確な位

置と速度情報を基に合流位置を計算し，80 km/hから本線

速度である 100 km/hに速度を上げながら加速レーン起点

まで走行する．

累積分布関数の結果を図 22 に示す．平均走行速度の情

報を事前に提供することで，累積分布関数が加速度の低い

方向に移動することを確認した．これにより，路側機や車

両検出装置を加速レーン起点から大きく離れた位置に敷

設しなくても，車両挙動の安定化が期待できる可能性を示

した．

5. むすび

本論文では，路車間通信を用いた合流支援システムを導

入することで，導入しない場合に比べて，車両が安定して

走行できるようになるかをシミュレーションにより確認し

た．都市高速道路および都市間高速道路の道路ケースで検

証したところ，車両発生間隔が 9秒車間，12秒車間および

15秒車間の場合では，本システムを導入することで合流に

ともなう加速度がドライバにとって不快に感じない 0.15 G

以下となる傾向となり，本システムが車両挙動の安定化に

つながることを確認した．これにより，交通流が円滑にな

るため，高速道路の合流シーンにおける渋滞の改善策の 1

つとして，本システムを適用できる可能性を示した．また，

同結果より合流地点に到達してから近隣の車両情報を得る

状況では，合流までの加速度を理想的に制御できたとして

も，大きな加速度をともなわざるをえない場合が発生する

ことを定量的に示し，「まえがき」で述べたように，合流に

おける交通渋滞の課題に対して自動運転による改善効果は

限定的となる可能性があることを示した．今後の展望とし

て，さらに現実に近い交通流シミュレータを構築し，渋滞

回避効果について定量的な評価を進めていく．

一方で，車両発生間隔が 6秒車間のように車両密度が高

い場合には，近傍の車両が減速を始めることから，本線車

両位置の推定に誤差が生じ，横並びが発生するため，本シ

ステムだけでは交通流の円滑化に対して十分な改善が見込

めないことを確認した．当該課題は合流地点近傍で車両間

の速度情報を交換することで対処できると考えられ，たと

えば，情報交換の手段として車車間通信 [28], [29]を利用す

れば改善できる可能性がある．複数台の合流車両のうち，

前方の合流車両が最適な行動をとれる状況であったとして

も，後方車両の挙動を把握することで，あえて自らが多少

の犠牲を払い，交通流全体として円滑となる行動をとるシ

ステムも将来的に考えられるが，このような全体最適化を

実現するためには車両間での情報交換が必要であると考

えられ，システムの高度化においても車車間通信は期待さ

れる．

また，新たに路側機を追加し，2段階で速度を調整する

方法を提案し，路側機設置の位置が限定されてしまうとい

う課題について解決できる可能性を示した．

なお，本論文のシミュレーション評価では一般的に利用

されている IDMを実装したが，車両間隔が短い場合の挙

動については実際との乖離が大きくなることが報告されて

おり [17]，より現実的な挙動に近づけるためには，IDMを

別の車両制御モデルに変更する，あるいは IDMを改良す

る必要がある．また，3.3節で述べたように，車両の加速

度が理想的に制御できる前提でシミュレーション評価を進

めたが，今後は加速度の制御に関連する外乱の影響を含め

た評価を実施していく必要がある．
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推薦文

本論文は，一般道路から高速道路への合流部において，

円滑な合流を実現する実用的な方法を提案し，網羅的な評

価から提案手法の有用性を示しており，論文の完成度が高

い．自動運転の直面する問題にアプローチしている論文で

もあり，その意義も評価できる．

（FIT2019第 18回情報科学技術フォーラムプログラム

委員長 柏野 邦夫）
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院修士課程修了．同年沖電気工業株式

会社入社．無線通信，ITSの研究開発

に従事．

金子 富

1996年中央大学理工学部電気電子工

学科卒業．同年沖電気工業株式会社入

社．ITS無線通信システムの研究開発

に従事．

浜口 雅春

1987年宇都宮大学工学部電子工学科

卒業．同年沖電気工業株式会社入社．

PHS，VICS，ETC等の無線通信シス

テムの研究開発業務に従事．
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